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【開催日】 平成２６年１２月５日 

【開催場所】 第１委員会室 

【開会・散会時間】 午前９時５８分～午後０時５分 

（休憩時間 午前１１時６分～午前１１時１５分） 

【出席委員】 

委 員 長 下 瀬 俊 夫 副 委 員 長 矢 田 松 夫 

委 員 石 田 清 廉 委 員 岩 本 信 子 

委 員 小 野  泰 委 員 三 浦 英 統 

委 員 吉 永 美 子   

 

【欠席委員】 
 
 なし 

 

【委員外出席議員等】 
 

議   長 尾 山 信 義 傍 聴 議 員 大 井 淳一郎 

 

【執行部出席者】 

病院事業管理者 河 合 伸 也 病院局次長兼事務部長 市 村 雄二郎 

病 院局事 務部次 長兼総 務課 長 山 本 敏 男 新病院建設室技監 山 本   修 

病院局医事課長 亀 田 政 徳 病院局総務課長補佐兼庶務係長  辻 村 征 宏 

病院局総務課長補佐兼経理係長 和 氣 康 隆 健 康 福 祉 部 長 河 合 久 雄 

健康福祉部次長兼社会福祉課長 伊 藤 雅 裕 こども福祉課長  川 﨑 浩 美 

こども福祉課主幹 河 口 修 司   

 

【事務局出席者】 

事  務  局  長 古 川 博 三 庶 務 調 査 係 長 島 津 克 則 

 

 

【付議事項】 

 １ 所管事務調査 病院事業報告 

 

２ 所管事務調査 子ども・子育て支援事業計画について 

 

３ 所管事務調査 子育て支援を中心に結婚や出産をしやすくなる環境整備

について 

 

４ 閉会中の所管事務調査について 
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午前９時５８分 開会 

 

 

【議事の概要】 

１ 所管事務調査 病院事業報告 

 

病院事業について下記のとおり報告、質疑があった。 

 

和氣病院局総務課課長補佐兼経理係長 平成２６年度の入院患者数は前半１６

５人、後半１８６人と見込んでいる。８月は入院が１日平均で１６４．

６人、病床の稼働率については７６．６％。外来は１日平均で４０１．

２人。９月は入院１日平均で１３０．２人、病床稼働率は６０．５％。

外来は１日平均４４４．５人。１０月は入院が１日平均で１２２．４人、

病床稼働率は５６．９％。外来は１日平均で４０３．３人。９月、１０

月については新病院への移転の影響がある。 

 

山本病院局事務部次長兼総務課長 新病院での重点施策である周産期医療につ

いて、１０月以降、新病院効果が出ている。２５年度の出産分娩総数は

２０６人で月平均１７人。１０月は３０人、１１月が２９人の出産分娩

数。月平均約２倍の出産分娩数となっている。２６年度の分娩数は３０

０人を超える予定である。 

 

和氣病院局総務課課長補佐兼経理係長 資金繰りについて、１０月末時点での

一時借入金の残高は１１億８，０００万円。今後、企業債の借り入れ、

一般会計からの出資金により返済する。 

 

辻村病院局総務課長補佐兼庶務係長 院内保育所を４月１日開所目指し準備中。

市内の医療機関に勤務する方の子供が対象で保育所の運営については民

間業者に委託。 

 

岩本信子委員 院内保育所の保育料はどうなるか。子ども子育て支援法との関

係はどうなるか。 

 

辻村病院局総務課長補佐兼庶務係長 認可外保育所になるので、認可保育所の

保育料基準とは違う。保育料の最終的な金額は決まっていない。２万円

台で設定予定。 
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矢田松夫副委員長 １０月に新病院での診療がスタートしたが、目標に対し１

００％いかなかった大きな要因は。 

 

河合病院事業管理者 １０月スタートというよりも、４月スタートと考えてい

る。 

 

矢田松夫副委員長 それは想定内か。 

 

河合病院事業管理者 想定外とも想定内とも言えない。 

 

山本病院局事務部次長兼総務課長 ９月末時点で新病院に移転した入院患者が

予定１００名に対し、６０名であったため、これも影響している。 

 

吉永美子委員 収支計画と現状について乖離が生じているが、計画の修正も考

えているか。 

 

山本病院局事務部次長兼総務課長 アンケート調査を実施し、サービス向上の

意見を１月末までに集約する予定。情報発信として、ホームページの充

実を図る。新病院の特徴、内容を冊子にし、病院を戸別訪問する。病院

職員の意識改革の４点を戦略として考えている。 

 

市村病院局次長兼事務部長 新しい病院の改革プランが出ることになっている。

今後１０年以上の経営計画の提出も求められる。その中で収支計画の検

討も必要になると考えている。しかし６月と１０月は患者数が統計的に

下がる時期であり、もう少し状況を見たい。また、病棟の機能調査が１

０月に終わった。病院としては全ての病棟を急性期として要望している

が広域圏の協議で変わる可能性もある。 

 

下瀬俊夫委員長 病院の位置づけとしては、今後も急性期の病院となるのか。 

 

河合病院事業管理者 労災病院が高度急性期で出しているので、急性期で出し

ている。医療圏の中での市民病院の役割として急性期となるのではない

か。また、急性期が妥当だとは考えているが、県の考えもあるので現時

点どうなるかは不明である。 

 

下瀬俊夫委員長 高度急性期、急性期、慢性期の区分しかなくなるが、急性期

から納得期までという対応ができなくなるのではないか。 
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河合病院事業管理者 ３つで言うと真ん中の急性期とならざるを得ないと思う。

県との話の中でどのようにやっていくかということになるが、医療圏の

中で考えていかざるを得ない。 

 

下瀬俊夫委員長 納得期という位置づけを残す以上、一般会計からの財政支援

が必要になってくるのではないか。 

 

河合病院事業管理者 市民病院として役割も念頭に置かなければならないと思

っている。納得というのは患者の納得もあるが、納税者、行政の納得も

あるのではないか。 

 

下瀬俊夫委員長 市長が言う急性期から納得期は患者の納得。行政の納得とは

言わない。患者が納得できる市民病院の位置づけがあったのではないか。 

 

河合病院事業管理者 それが主体だが、患者は好きなことを言う。全部納得し

てもらうのは大変。納税者側の意見、国の方針、行政の方針、病院の方

針も患者に納得してもらう必要がある。納得期というのはよく話し合い

ながらという意味になってくる。 

 

下瀬俊夫委員長 市長の意見と病院の立場が違ってはいけないので、協議をお

願いしたい。今言われた病院の位置づけと市長の位置づけとは違うと思

う。 

 

河合病院事業管理者 少なくとも収益だけを考える病院ではないと思っている

が、市の負担も考慮しながら、その間を取らざるを得ない。 

 

下瀬俊夫委員長 １１月の患者数ぐらい出るのではないか。 

 

山本病院局事務部次長兼総務課長 概数だが、入院の１日平均が１６４人。病

床稼働率１１月は７６．２％。外来は不明。 

 

石田清廉委員 年度末までに患者数がふえる見込みがあるのか。 

 

河合病院事業管理者 例年１２月から３月までは患者が多い時期。 

 

岩本信子委員 透析の設備が新しくなり、ふえているが、患者はふえているか。 
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山本病院局事務部次長兼総務課長 患者数はそれほどふえてはいないが、待ち

時間の解消にはつながっている。 

 

下瀬俊夫委員長 夕方からも透析をできるようにするということは考えていな

いか。 

 

河合病院事業管理者 特に考えていない。市民病院では合併症があるような患

者に対応することを原則にしている。 

 

下瀬俊夫委員長 仕事をしている患者は夕方しか病院にかかれない。現在夕方

から透析できる病院は宇部しかない。 

 

河合病院事業管理者 検討してみるが、現在は合併症を持ち、ほかの病院で対

応できない患者の対応をしている。市民病院でできれば望ましいとは思

うが、それで透析がいっぱいになった場合、本当に必要になった際に透

析ができないというような状況になる。常に透析に対応できる体制とし

たい。 

 

下瀬俊夫委員長 院内保育所について、保育士は有資格者か。市内の病院関係

者を対象にしているが、利用するメリットは。 

 

辻村病院局総務課長補佐兼庶務係長 保育士の免許を有しているものが対応す

る。メリットは週１回夜間保育を取り入れるので、夜勤が可能となる。 

 

下瀬俊夫委員長 市民病院関係者は何人ぐらい利用予定があるのか。 

 

辻村病院局総務課長補佐兼庶務係長 アンケートでは１０名以内。 

 

河合病院事業管理者 看護師も重要だが、女医が産休、育休に入ると診療がで

きない。そういった問題があり、院内保育所がふえている。 

 

三浦英統委員 患者の待ち時間について、どのような改善を行っているか、ど

のくらいの待ち時間になっているか。 

 

河合病院事業管理者 待ち時間は短くなりつつある。前回の委員会から２週間

なので、具体的には進んでいない。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

民生福祉常任委員会記録 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年１２月５日 
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山本病院局事務部次長兼総務課長 声かけを実施するなど対応していくが、待

ち時間が短くなるような患者の動線も考えている。また、会計も含め、

病院全体で待ち時間を少なくするということを考えている。 

 

矢田松夫副委員長 待ち時間の解消のため、予約を減らすと前回言ったが、そ

ういう方針か。医師が少ないから待ち時間が長いのではないか。 

 

河合病院事業管理者 医師によっては３０分で６人も予約を入れており、それ

に新患対応が入ると待ち時間が長くなる。どのようにすればいいのかは

思案中。 

 

矢田松夫副委員長 院内保育所を医師が利用するのは１名か。院内保育所の予

約状況はどうなっているか。 

 

河合病院事業管理者 婦人科の医師が利用すると思うが、この４月に何人でス

タートとなるかはわからない。市内の女性の医療従事者を確保すること

が目的で、市民病院のためだけのものではない。 

 

辻村病院局総務課長補佐兼庶務係長 アンケートはかなり前のもので、あれば

利用したいという回答。実際に利用されるかどうかはわからない。開所

時に何名になるかは未定。 

 

岩本信子委員 保育所の運営費はどうなるか。 

 

河合病院事業管理者 運営費用としてはマイナスになるが、働きやすい職場に

なる。女医が育休をとれば診療できなくなるという問題もあるので、保

育所の運営だけでマイナスという判断はできないと思っている。 

 

岩本信子委員 病院としてどの程度の運営費を考えているか。また、他の病院

職員の子供を受け入れたときに、運営費の負担を求めるのか。 

 

河合病院事業管理者 参加する組織から支援金をいただくことになっている。

全体で運営することが基本。その金額については現在未定。 

 

下瀬俊夫委員長 保育料や運営の契約関係など中身が不明な点がある。 

 

市村病院局次長兼事務部長 運営費は最大限の予算として５年間で１億円の債
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務負担行為をいただいて、５年契約をしている。保育所の運営について

は定員１５名で、１，５００万円程度の提案となっている。保育料につ

いては延長保育等も含め総額で３万５，０００円程度を想定しており、

昼食代、おやつ代を除き２万５，０００円程度を予定している。夜間保

育は曜日を決め実施する予定にしている。医師会等からの負担について

は、児童の入所の状況を見ながらとなるのではないか。赤字分について

は補塡となり、その補塡額の６割は特別交付税措置の対象となる。 

 

下瀬俊夫委員長 債務負担行為１億の中身は何か。 

 

市村病院局次長兼事務部長 保育所運営費、２，０００万掛ける５年で、５年

契約するための裏づけとして議決をいただいた。限度額であり、最大３

０人の定員で運営した場合の金額。子供の数により運営費は変わってく

る。また、認可外保育所だが、全員保育士で対応するという提案を受け

ており、安全対策には気をつけていく。 

 

下瀬俊夫委員長 給食室はあるのか。 

 

市村病院局次長兼事務部長 昼食は配達、外からの持ち込みで対応すると聞い

ている。火を使うことは考えていない。 

 

下瀬俊夫委員長 債務負担行為は赤字補塡分か。 

 

市村病院局次長兼事務部長 赤字補塡ではなく、５年契約で定員３０名となっ

た場合の最大支払額。１年分の限度額２，０００万円には保育料等の収

入は考慮していない。契約で業者に支払う最大額となっている。 

 

下瀬俊夫委員長 赤字補塡分はこの問題とは別個で考えるのか。 

 

市村病院局次長兼事務部長 業者に支払う額から保育料収入を引いた額で、実

際の運営赤字額を出す。赤字補塡については財政協議となる。 

 

下瀬俊夫委員長 収支について当初予算と比べ最終的にどのような見通しとな

るか。 

 

市村病院局次長兼事務部長 前半と後半に分けて出させてもらったが、９月ま

での前半については、ほぼ達成可能と思われる。後半についてはもう少



8 

 

し状況を見させてもらいたい。 

 

 

 

【議事の概要】 

２ 所管事務調査 子ども・子育て支援事業計画について 

 

子ども・子育て支援事業計画について下記のとおり報告、質疑があった。 

 

川﨑こども福祉課長 平成２４年に子ども、子育て支援法が施行されたことに

より、市町村は教育、保育及び地域子ども子育て支援事業の提供体制の

確保及びその他業務の円滑な実施に関する５年間の計画を定めることと

された。このため、山陽小野田市子ども子育て協議会を設置し、計画策

定に向けて協議を行ってきたところ。今後、最終的な素案を完成し、議

会へ報告をした後にパブリックコメントにかけて、今年度中に計画を策

定する予定。計画の期間は２７年度から３１年度の５カ年。子ども、子

育てを取り巻く現況と課題、各種調査の結果分析から市内で必要な各種

保育事業の必要量を算定し、その確保策及び推進体制などを定めている

が、数値については現在調整中。計画は年度ごとに実施状況を点検、評

価し、必要に応じて見直しをしていくこととなる。 

 

三浦英統委員 新年度予算の補助額、また支援をどのように拡充していくのか。 

 

川﨑こども福祉課長 計画は今後の方向性、事業提供体制の確保策を定めたも

ので、具体的に扶助費の金額等を定めるものではない。 

 

岩本信子委員 事業計画として児童虐待防止の施策を入れてもらいたい。 

 

下瀬俊夫委員長 子供をふやす、定住促進政策について委員会で協議を行うが、

この計画は現状の子育て支援策としての計画であって、子供の数をふや

すという視点はないと考えてよいか。 

 

川﨑こども福祉課長 そのような視点はない。 
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【議事の概要】 

 

３ 所管事務調査 子育て支援を中心に結婚や出産をしやすくなる環境整備

について 

 

子育て支援を中心に結婚や出産をしやすくなる環境整備について議論し、今

後以下の項目について議論することとなった。 

・子供の医療費の無料化 

・結婚、出産の祝い金 

・マタニティブックスタート 

・市民病院での周産期医療の充実と病院と連携した子育て支援策のアピール 

・巡回診療を実施し、無医地区をなくす。周産期、子供医療環境の充実 

・子供の一時預かり事業の充実 

・商業施設も利用した地域子育て拠点の拡充、充実 

・学校給食、食育 

 

 

 

【議事の概要】 

４ 閉会中の所管事務調査について 

 

閉会中の継続調査事項を下記のとおりとすることを全会一致で決定した。 

・国民健康保険及び国民年金に関すること。 

・介護保険に関すること。 

・在宅介護者支援に関すること。 

・保健衛生に関すること。 

・病院経営に関すること。 

・包括地域医療に関すること。 

・新病院建設に関すること。 

・人権・男女共同参画に関すること。 

・火葬場整備事業に関すること。 

・新ごみ処理施設に関すること。 

・空き家等の適正管理について 

・子育て支援を中心に結婚や出産をしやすくなる環境整備に関すること。 
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午後０時５分 散会 

 

 

平成２６年１２月５日 

 

民生福祉常任委員会委員長 下 瀬 俊 夫 










































































































































































